
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
振動発生源が内在し複数の鉛直甲板と複数の水平甲板とで構造化される高層船体の局所的
振動を固有振動数を 振動系により減衰させる高層船体の吸振方法
であ

記 を前記鉛直甲板の複
数箇所に分散的に配置すること、
前記高層船体のエンジンを駆動すること、
前記エンジンの駆動により前記高層船体のうち振動が激しく観測される前記鉛直甲板の局
所領域に前記 を追加的に取
り付けるこ

を具える高層船体の吸振方法。
【請求項２】
前記高層船体は上下に隣り合う水平甲板の間に配置される局所的縦甲板を含み、
前記配置することは、前記水平甲板の複数の位置に現れる共振峰に位置的に対応させて前
記局所的縦甲板に前記 振動系を配置することを備える
請求項１の高層船体の吸振方法。
【請求項３】
前記 振動系の最大固有振動数は通常航行時のプロペラの回転数領域に含まれる
請求項１又は２の高層船体の吸振方法。
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それぞれに有する複数の
り、

前 複数の前記振動系のうちの一部の複数の振動系である第１振動系

複数の前記振動系のうちの他の一部の振動系である第２振動系
と
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【請求項４】
前記水平甲板を複合積層として形成すること、
前記配置することは、前記複合積層の裏面に前記 振動系を分散的に配置することを備
え、
前記複合積層は２層のスチール層と前記２層のスチール層に挟まれる軟質材料層とにより
形成されている
請求項１の高層船体の吸振方法。
【請求項５】
前記軟質材料層は繊維層で形成されている
請求項４の高層船体の吸振方法。
【請求項６】
請求項１の高層船体の吸振方法に用いられる前記振動系としての吸振器であり、
本体と、
前記本体に支持されるばねと、
前記ばねに支持される質量とを含み、
前記本体は、前記高層船体の局所的位置に固着される
吸振器。
【請求項７】
請求項１の高層船体の吸振方法に用いられる前記振動系としての吸振器であり、
本体と、
前記本体に支持される揺動体と、
前記揺動体に支持される質量とを含み、
前記本体は、前記高層船体の局所的位置に固着される
吸振器。
【請求項８】
前記揺動体は、剛性が低い天秤棒であり、
前記質量は前記天秤棒の支点に対して力学的に対称に配置されている
請求項７の吸振器。
【請求項９】
前記質量と前記天秤棒の間の距離は可変である
請求項８の吸振器。
【請求項１０】
前記高層船体は、
推進用回転翼を備え、
前記複数の吸振器は前記推進用回転翼より上方側に位置する前記高層船体の構造部分に配
置されている
請求項７の吸振器。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、吸振型構造物、構造物の吸振器群要素、及び、構造物の吸振方法に関し、特に
、船体のように外界から力学的に独立している構造物体の内部で発生する振動を吸収する
ことができる吸振型構造物、構造物の吸振器群要素、及び、構造物の吸振方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】
船舶、車輌、プレハブのような軽量建築物、劇場、橋梁のような鉄構構造物、メガフロー
ト、大型客船のような単一的大型浮体（コンクリート製住宅、高層ビルような構造物は地
球の表層地盤に一体であり、本明細書では単一構造物とはいわれない）は、地震のような
外力ではなく、内部に搭載しているエンジン、プロペラ、空調機のような原動機系機械が
生成する内力によって、いろいろな局所的部位で複雑に振動する。このような内力に過大
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に振動応答する局所的部位の振動は、長期的に振動損傷を招くだけでなく、常態的に騒音
の原因になっている。例えば、柔らかい地面に立つ別荘のような住居空間では、そのよう
な振動騒音は特に嫌われる。このような騒音の発生は、特殊環境を作るクルーザー、豪華
客船で問題視されている。
【０００３】
構造物自体の振動を吸収するように、高層ビルでは動吸振器が屋上部位、中位部位に配置
されている。このような動吸振装置は、その構造物全体の破壊を回避するためのものであ
り、１００年～何百年に１回の地震に対応するものであり、１点集中的に配置されている
。居住空間の中の局所的部位のような壁の局所的振動又はその振動騒音の発生を防止し、
それを速やかに減衰することができる耐震設計又は動吸収設計は、過去には知られてない
。振動発生源が複数に存在する単一構造物では、多数に分割されている居室の６面壁パネ
ルの振動に対して統一的に振動応答してそれを抑制しチューニングすることは、その作業
が煩雑過ぎて実質的に不可能である。
【０００４】
単一構造の局所的振動、特に、局所的振動騒音の発生を回避する技術の確立が望まれてい
る。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
本発明の課題は、局所的振動、特に、局所的振動騒音の発生を確実に回避する技術を確立
することができる吸振型構造物、構造物の吸振器群要素、及び、構造物の吸振方法を提供
することにある。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
その課題を解決するための手段が、下記のように表現される。その表現中に現れる技術的
事項には、括弧（）つきで、番号、記号等が添記されている。その番号、記号等は、本発
明の実施の複数・形態又は複数の実施例のうちの少なくとも１つの実施の形態又は複数の
実施例を構成する技術的事項、特に、その実施の形態又は実施例に対応する図面に表現さ
れている技術的事項に付せられている参照番号、参照記号等に一致している。このような
参照番号、参照記号は、請求項記載の技術的事項と実施の形態又は実施例の技術的事項と
の対応・橋渡しを明確にしている。このような対応・橋渡しは、請求項記載の技術的事項
が実施の形態又は実施例の技術的事項に限定されて解釈されることを意味しない。
【０００７】
本発明による吸振型構造物は、単一構造体（２）と、振動発生源（１１）と、構造物体に
分散的に配置されている複数の吸振器（２１）とから構成されている。振動発生源（１１
）と吸振器（２１）は、単一構造体（２）とともに内力系を形成している。外界から力学
的に独立しているので、吸振器（２１）は、これが一旦適正位置に配置された後には、継
続的に有効に防振効果を持つ。吸振器（２１）は、分散的に複数位置に配置され、特に、
単一構造体の完成後に振動測定が行われた結果に基づいて配置される。単一構造体（２）
は、船体のような浮遊物体である。船体のような浮遊物体は、外力が振動発生の原因にな
りにくく、吸振器（２１）の防振効果が特有に有効である。吸振器（２１）は、質量（２
６）とばね（２５）とから形成される振動系である。振動系は減衰系としてより効果的に
構成され得る。
【０００８】
吸振器（２１）は、本体（２４）と、本体（２４）に支持されるばね（２５）と、ばね（
２５）に支持される質量（２６）とから構成され得る。本体（２４）は、単一構造体（２
）の局所的位置（７）に固着されることが好ましい。ばねは、ゴム板（２７）として形成
され得る。又は、吸振器（２１）は、本体（２９）と、本体（２９）に支持される揺動体
（２８）と、揺動体（２８）に支持される質量（３１）とから構成され得る。本体（２９
）は、単一構造体（２１）の局所的位置（７，２３）に有効に固着され得る。揺動体は、
剛性が低い天秤棒（２８）であり、質量（３１）は天秤棒（２８）の支点に対して力学的
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に対称に配置されていることが好ましい。この場合、質量（３１）と天秤棒（２８）の間
の距離は可変であることが更に好ましい。このような本体は、船体の縦甲板の部分が兼ね
ることができる。
【０００９】
単一構造体（２）は、鉛直縦甲板（５）と、鉛直横甲板（６）と、水平甲板（４）が互い
に直交する３次元構造と、推進用回転翼（９）とを備えている。複数の吸振器（２１）は
、３次元構造のうち推進用回転翼（９）より上方側に位置する構造部分（４－２）に配置
されて特に有効である。
【００１０】
本発明による吸振型構造物は、単一構造体（２）の複数位置に独立に配置される吸振器群
の要素であり、このような要素である吸振器（２１）は、本体（２４）と、本体（２４）
に支持されるばね（２５）と、ばね（２５）に支持される質量（２６）とを含み、本体（
２４）は、単一構造体（２）の局所的位置（４）に固着され、本体（２４）は、単一構造
体（２）の部分ではなく、且つ、単一構造体（２）から離脱することが可能である。この
ような吸振器群要素は、単体で運搬されるように可搬型であり、完成後の単一構造体の任
意の部位に簡単に取り付けられ得る。他の部位と無関係に振動が発生する局所的部位の振
動を簡単に消去することができる。
【００１１】
本発明による吸振型構造物は、単一構造体（２）の複数箇所に複数の振動系（２１）を配
置することから構成されている。振動系（２１）に外力が作用しないならば、振動系の振
動数は時間的に減少する。単一構造体のうち振動が激しく観測される局所領域に他の振動
系を追加的に取り付けることは、特に好ましい防振対策である。
【００１２】
本発明による吸振型構造物は、単一構造系（２）と、単一構造系（２）に支持される複数
の吸振系（２１）とから形成されている。単一構造系（２）は、プロペラ（９）と、振動
発生源（１１）とが存在している。複数の吸振系（２１）は、単一構造系（２）の複数の
局所的領域に分布している。単一構造系（２）は、３次元構造を有する船体である。その
３次元構造は、鉛直縦甲板（５）と、鉛直横甲板（６）と、水平甲板（４）とから構成さ
れている。局所的領域は、３次元構造のうちプロペラより上方に位置する３次元構造部分
（４－１）に属している。このような場合に、吸振効果が特に高い。
【００１３】
振動系（２１）の最大固有振動数は、通常航行時のプロペラ（９）の回転数領域に含まれ
ることが効果的である。振動系（２１）の最大固有振動数は可変である。発生する振動数
は複数振動発生源により多様であるので、振動系（２１）の最大固有振動数が可変である
ことは重要である。
【００１４】
本発明による吸振型構造体は、単一構造系（２）と、単一構造系（２）の中で内力系を形
成する複数の振動吸収系（２１）と、単一構造系（２）の中で内力系を形成する振動発生
系（１１）とを含み、単一構造系（２）はパネルで形成され、パネルは、スチール層と振
動減衰層とから形成される積層鋼板である。振動減衰層は、繊維で形成されていることが
好ましい。このようなパネルで形成される３次元単一構造に既述の減衰器・吸振器が併用
されることは、より効果的により大域的に防振構造を構築することができる。
【００１５】
【発明の実施の形態】
図に対応して、本発明による吸振型構造物の実施の形態は、船体（客船）に適用され、船
体には多数の居住空間が甲反により３次元的仕切られて形成され、エンジン系（振動発生
系）が振動発生源として存在している。その船体１は、水中に浮いていて実質的に外力を
受けない単一構造物（体）として提供されている。船体１は、３次元構造体２とエンジン
・振動発生系３と後述される振動吸振系とから構成されている。
【００１６】
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３次元構造体２は、多数の水平甲板４と、鉛直縦甲板５と、鉛直横甲板６とから構成され
ている。水平甲板４は水平面上で展開する大型パネルの鋼板であり、鉛直縦甲板５は船首
船尾方向に延びる大型パネルの鋼板であり、鉛直横甲板６は船首船尾方向に直交する水平
方向に延びる大型パネルの鋼板である。このような３次元直交パネル構造は、単一構造体
を形成し地球の硬い地盤から実質的に独立していて重力以外の外力を受けず、地盤から吸
振対象の振動を実質的に受けず振動的に独立した構造物体である。
【００１７】
このような３次元直交パネル構造は、言い換えれば、内部で発生する振動が外部に伝播し
にくい構造体である。上下に隣り合う２枚の水平甲板４の間には、小さい居室を構成する
仕切板である局所的縦甲板として鉛直壁（鉛直パネル）が無数に配置され分布している。
局所的縦甲板は、通常は、甲板とは言われずパネルと言われるが、本明細書では、上下方
向に短い鉛直壁パネルは鉛直縦甲板５又は鉛直横甲板６の一部分とともに、局所的縦甲板
７と言われる。
【００１８】
このような局所的縦甲板７と、水平甲板４又はその一部分で囲まれる直方体状の空間を形
成するエンジンルーム８が、３次元構造体２に形成されている。エンジンルーム８には、
主エンジン、副エンジン、軸継ぎ手、減速機、軸受から形成されるエンジン系と、エンジ
ン系に連結する発電機から形成される発電機系が形成されている。更に、船体１の３次元
構造体２には、エンジン系に連結するプロペラ９、推進軸１１を受ける推進軸受から形成
される推進系が結合している。
【００１９】
このようなエンジン系と発電機系と推進系とは、全体として振動発生系を形成する。振動
発生系は、複雑な周波数スペクトルを示す。その周波数スペクトルは、プロペラ９又は推
進軸１１の回転数に依存する振動数、主エンジンの往復動体の往復回数に起因する振動数
、エンジンの出力軸の回転数に依存する振動数、減速機の出力軸の回転数に起因する振動
数から形成される合成振動数である。特に、プロペラ９に同軸である推進軸１１の撓みに
よる遠心的運動の回転数に基づく振動数は、船体の全体の局所的部分で共鳴的振動を誘発
しやすい。
【００２０】
３次元構造体２のうちで推進系の上方側に位置する水平甲板４の部分は、特に縦揺れ振動
を受けやすく、例えば、第４番デッキ４－１と第１２番デッキ（上甲板）４－２が特に縦
振動を受けやすい。３次元構造体２は、煙道・排気道、エレベータ用昇降通路、空調機器
設備の配管敷設ダクトのような縦向き空洞を形成する複数の空洞形成構造１２を有し、更
に、操舵室のような高層居住構造１３を有している。３次元構造体２は、客船では特に、
多数の居室が区切られて高層的に形成されている。空洞形成構造１２を形成する水平甲板
４、鉛直横甲板６のそれぞれの一部分、居室を形成するパネルのような局所的縦甲板７は
、３次元構造体２の中で局所的に存在し、且つ、分散的に無数的に分布している。
【００２１】
図２は、第５番デッキ４－１の平面断面を示している。第５番デッキ４－１上には、大き
い区画１４と多数の小区画１５とが、２次元的に整然と並んで局所的縦甲板７により仕切
られて形成されている。図３は、第１２番デッキ４－２の平面断面を示している。第１２
番デッキ４－２に上にも、多数の小区画１５が、２次元的に整然と並んで局所的縦甲板７
により仕切られて形成されている。
【００２２】
プロペラ９の規定回転数に対応する振動数の振動エネルギーは、３次元的構造を形成する
甲板を伝播し、居室のような小区画１５で共鳴的に吸収され、又は、小区画１５を介して
共鳴的に、又は、非共鳴的に伝播し、第５番デッキ４－１を透過的に通過し、第１２番デ
ッキ４－１まで到達する。多数の小区画１５である小振動系の連鎖とその小振動系を挟み
込む水平甲板４、鉛直縦甲板５、鉛直横甲板６とにより形成される複合的振動系で、大域
的にはその振動の計算は可能であるが、局所的にはその振動の計算は細かくには不可能で
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ある。質量変動がある居室の振動計算は、特に不可能である。
【００２３】
図４は、本発明による構造物の吸振器群要素の実施の形態の形態を示し、その吸振器２１
の配置（又は、分散、分布）構成をも示している。吸振器２１は、水平甲板４、特に、第
４番デッキ４－１とこれより下側の水平甲板４又は１居室の床形成部材２２との間に位置
する局所的縦甲板７（例示：居室形成パネル）の側面に固着されている。局所的縦甲板７
には、窓のような低剛性又は高剛性の領域部分２３が複数に形成されている。１つの吸振
器２１は隣り合う２つの領域部分２３の間に配置され、他の１つの吸振器２１は１つの領
域部分２３に位置的に重なるように配置されている。
【００２４】
図５は、本発明による構造物の吸振器群要素の実施の他の形態を示している。本実施の形
態の吸振器２１は、質量－ばね系である振動系として、案内支柱２４と、コイルばね２５
と、動体（又は、質量と言われる）２６とから構成されている。コイルばね２５の上端部
は、案内支柱２４に固着されている。
【００２５】
コイルばね２５の下端部は、動体２６に固着されている。動体２６は、案内支柱２４又は
案内支柱２４により位置規定されるコイルばね２５の外接円筒面に摺動的に案内されて、
鉛直方向に往復運動する。案内支柱２４は、動体２６に不可避的に摩擦摺動し、又は、動
体２６に積極的に（意図的に）摩擦摺動し、鉛直方向に揺動する動体２６の振幅（運動エ
ネルギー）は、不可避的に、又は、積極的に減衰する。
【００２６】
動体２６は、スチール製であり、意図的に大きい質量が与えられている。動体２６は、コ
イルばね２５のばね定数とその自然長と動体２６の質量とにより計算で求められる振動数
である固有振動数を持つ。動体２６は、第４番デッキ４－１と床形成部材２２の動体的揺
れの振動数に同調して、共振的な往復運動をする可能性がある。固有振動数の変更は、コ
イルばね２５のばね定数、動体２６の質量の変更により容易に可能である。その変更を容
易にするために、動体２６を２つ割り構造で形成して、動体２６をコイルばね２５に対し
て着脱自在にすることが好ましい。
【００２７】
案内支柱２４を第４番デッキ４－１と床形成部材２２に固着する形式は、溶接、ねじ止め
、嵌め込みなどから選択される。吸振器２１が配置される予想位置に吸振器２１を固着す
る部材を予め用意しておくことは好ましい。実際に振動が激しく生成される位置が見出さ
れた際に、その位置に着脱自在である吸振器２１を取り付けることができる。
【００２８】
図６は、本発明による構造物の吸振器群要素の実施の更に他の形態を示している。本実施
の形態の吸振器２１は、質量－ばね系－減衰系である積極的減衰振動系として、案内支柱
２４と、ゴム管２７と動体２６とから構成されている。動体２６はゴム管２７に同体に結
合し、ゴム管２７の内周面は案内支柱２４に摩擦係数を持って摺動的に接合し、動体２６
はゴム管２７の圧縮力で案内支柱２４に保持されている。このような質量－ばね系－減衰
系である振動系は、その固有振動数が変化し、動体２６の振動運動は速やかに減衰する。
動体２６の取り換えにより、その固有振動数を変更することができる。
【００２９】
図７は、本発明による構造物の吸振器群要素の実施の更に他の形態を示し、吸振器２１の
配置構成をも示している。本実施の形態の吸振器２１が配置される物理的環境は、図４の
それに同じである。本実施の形態の吸振器２１は、質量－ばね系－減衰系である積極的減
衰振動系として、振り子式又は天秤式に形成され、両側アーム（天秤棒）２８と、支点部
材２９と、動体（質量）３１とから構成されている。
【００３０】
支点部材２９は、領域部分２３の一部分が兼用的に用いられ得るが、両側アーム２８と支
点部材２９と動体３１とから構成されるユニットを領域部分２３の縁３２に着脱自在に固
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着することができる。そのように形成されるユニットは、任意の位置に着脱自在に配置し
、又は、配置替えを行うことができる。動体３１は、交換可能である。
【００３１】
本実施の形態の吸振器２１は、図８に示されるように、支点３３を含む１鉛直面に対して
対称に、その両側アーム２８が可変的固有振動数を持って振動的に揺動する。図９に示さ
れるように、両側アーム２８は、２層のスチール層３４，３４と２層のスチール層３４，
３４に挟まれるゴム層３５とから構成されている。両側アーム２８は、曲がって揺れなが
ら、その振動エネルギーがゴム層３５に吸収されて、急激に減衰する。動体３１の交換に
より、吸振器２１の固有振動数を容易に変更することができる。
【００３２】
本実施の形態では、動体３１の位置を支点部材２９に対して変更することによっても、吸
振器２１の固有振動数を容易に変更することができる。減衰性を弱くして固有振動数を変
更するためには、両側アーム２８からゴム層３５を削除し、動体３１である分銅をスチー
ル層３４に対して摺動的移動自在に接合して、分銅位置を変更する。ゴム層は、異なる弾
性率又は異なる剛性を持つ複数のゴム層から形成される積層構造として提供され得る。ス
チール層がないゴム積層の天秤棒に、移動自在に質量を取り付けることにより、揺れ幅を
より大きくし、且つ減衰率を高くした吸振器２１を提供することができる。
【００３３】
図１０は、本発明による構造物の吸振器群要素の実施の更に他の形態を示している。本実
施の形態の吸振器２１が配置される物理的環境は、図４のそれに似通っている。本実施の
形態の吸振器２１は、質量－ばね系－減衰系である積極的減衰振動系として、線形往復運
動系が形成されている。本実施の形態は、ラック・ピニオン形式が採用されている。
【００３４】
２つのピニオン４１が、局所的縦甲板７に回転自在に取り付けられている。ピニオン４１
にラック４２が噛み合っている。ラック４２の回転軸は、固定軸４３にぜんまいばね４４
を介して、回転自在に同軸に結合している。局所的縦甲板７に伝播される大きいエネルギ
ーは、ラック４２に確実に吸収される。ぜんまいばね４４をエネルギー吸収性が高い材料
で作るか、ぜんまいばね４４に代えて塑性変形する高粘性の半液体を用いることにより、
ラック４２が持つエネルギーを容易に減衰させることができる。
【００３５】
図１１は、３次元構造体２の分解要素を示し、水平横方向に隣り合う２枚の鉛直縦甲板５
と、鉛直方向に隣り合う２枚の水平甲板４と、水平縦方向に隣り合う４枚の鉛直横甲板６
とで硬く（高剛性に）区切られる直方体の単位トランス５１を示している。単位トランス
５１は、更に、局所的縦甲板７により柔らかく（低剛性に）分割されている。この分解要
素は、多数の小区画１５を含む中域的区画である。この分解要素の全体の振動状態は、必
要程度の精度に計算するこが可能である。そのような計算により、上側の水平甲板４の縦
方向の中央ライン５１に生成される共鳴振動波を求めることができる。
【００３６】
図１２は、そのような計算により求められた振動数スペクトラムを示している。複数の共
振峰５２は、その水平甲板４に固有である位置に現れる。このような共振峰５２を吸収す
る吸振器２１が、図１１に示される複数点Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅに分散的に配置される。こ
れらの複数点Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅの直下で局所的縦甲板７に、それぞれに位置対応して吸
振器２１が取り付けられる。複数の吸振器２１には、それぞれに異なる固有振動数が与え
られている。例えば１５Ｈｚの起振源がある場合、（１５±Δｆ）の範囲に分散する固有
振動数を持つ５つの吸振器２１が、空間的に分散・分布させられて局所的縦甲板７に配置
される。５つの共振峰は、５つの吸振器２１に吸収される。各吸振器の固有振動数は可変
であり、吸収性は微調整され得る。
【００３７】
甲板に結合する局所的縦甲板７に吸振器２１が分布・分散的に配置されるトランスは、図
１３（ａ）に示されるトランスではなく同図（ｂ）に示されるトランスに等価である。同
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図（ｂ）に示されるトランスは、２枚の高剛性板５３と軟質材料層５４の複合積層５５で
ある。図１４は、このような複合層５５に本発明に係わる吸振器２１が付加されたトラン
ス構造を示している。
【００３８】
図１５は、プロペラ９の直上の領域の第１２番デッキ４－２を示している。計算により、
第１２番デッキ４－２には、横方向伝播波の共振が現れる。第１２番デッキ４－２の裏面
（その下の居室の天井面）には、既述のように、吸振器２１が分散的に配置されている。
第１２番デッキ４－２は、図１４に示される２重甲板５３と軟質材料層５４の複合積層に
より形成されている。
【００３９】
図１６は、そのような複合積層５５の詳細を示している。複合積層５５は、第１スチール
６１と、第１スチール６１の上面に接合する第１減衰層６２と、第１減衰層６２の上面に
接合する強制圧縮層（例示：硬質ゴム層）６３と、強制圧縮層６３の上面に接合するロッ
クウール層（例示：ガラス繊維層、樹脂繊維層、塊状繊維集合層）６４と、ロックウール
層６４の上面に接合する第２スチール層６５と、第２スチール層６５の上面に接合する第
２減衰層６６と、第２減衰層６６の上面に接合する第３スチール層６７とから形成されて
いる。
【００４０】
複数の高剛性層である上下２枚のスチール層６１，６７との間の積層部分６２，６３，６
４，６５，６６は、スチール層６１，６７の振動を減衰させる。第２減衰層６６と第２ス
チール層６５の２層により減衰された低振動数側の振動エネルギーは、ロックウール層６
４で大表面積の繊維どうしの摩擦により吸収される。減衰層６２により減衰された高振動
数側の振動エネルギーは、強制圧縮層６３の内部歪みエネルギーとして吸収される。複合
積層５５により吸収されない残りの振動エネルギーは、多数の吸収器２１により吸収され
る。吸収器２１により吸収されたエネルギーは、吸収器２１の内部で吸収される。
【００４１】
【発明の効果】
本発明による吸振型構造物、構造物の吸振器群要素、及び、構造物の吸振方法は、単一構
造体の内部にある振動発生源で生成しその単一構造体の任意の部位に伝播し予測が困難で
ある振動スペクトラムを持つ局所的振動、特に、局所的振動騒音の発生を確実に回避する
技術を確立することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】図１は、本発明による吸振型構造物の実施の形態を示す正面断面図である。
【図２】図２は、図１の一部の平面断面図である。
【図３】図３は、図１の他の一部の平面断面図である。
【図４】図４は、本発明による構造物の吸振器群要素の実施の形態を示す斜軸投影図であ
る。
【図５】図５は、本発明による構造物物の吸振器群要素の実施の他の形態を示す断面図で
ある。
【図６】図６は、本発明による構造物の吸振器群要素の実施の更に他の形態を示す断面図
である。
【図７】図７は、本発明による構造物の吸振器群要素の実施の更に他の形態を示す斜軸投
影図である。
【図８】図８は、図７の実施の形態の動作を示す正面図である。
【図９】図９は、図７の実施の形態の一部を示す側面断面図である。
【図１０】図１０は、本発明による構造物の吸振器群要素の実施の更に他の形態を示す断
面図である。
【図１１】図１１は、本発明による構造物の吸振方法の実施の形態を示す断面図である。
【図１２】図１２（ａ），（ｂ）は、２つの振動数スペクトルをそれぞれに示すグラフで
ある。
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【図１３】図１３は、本発明による構造物の吸振方法の実施の他の形態を示す断面図であ
る。
【図１４】図１４は、図１３と等価である構造を示す断面図である。
【図１５】図１５は、本発明による構造物の吸振方法の実施の更に他の形態を示す断面図
である。
【図１６】図１６は、本発明による構造物の吸振方法の実施の他の形態を示す斜軸投影図
である。
【符号の説明】
２…単一構造体（単一構造系）
４－２…構造部分
４…水平甲板
５…鉛直縦甲板
６…鉛直横甲板
７…局所的位置
９…推進用回転翼（プロペラ）
１１…振動発生源
２１…吸振器（振動系，吸振系）
２４，２９…本体
２５…ばね
２６，３１…質量
２８…揺動体（天秤棒）
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】 【 図 ６ 】
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【 図 ７ 】 【 図 ８ 】

【 図 ９ 】

【 図 １ ０ 】 【 図 １ １ 】
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【 図 １ ２ 】 【 図 １ ３ 】

【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】 【 図 １ ６ 】
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